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〔Abstract〕

Purpose:Thepurposeofthisstudywastoidentify andcomparethepercentageofinsdtutionsin

Tokyoauowinghusbandsorsiblingstoattendbirth･

Methods:Hospitals,clinicsandbirth centers,engagedinbirthingasoftheendofNovember2009

in Tokyowereidend丘edusingInternetsites,books,telephonedirectoriesandinvolvedprofessionalS･

Dataregardingtheestablislm entsanowingattendanceofhusbandandsiblingsatthebirth were

extracted.

Result:Locatedwere230institutiOnsengagedin birthingin Tokyo:hospitals(99),clinics(88)and

birh centers(43)･Thepercentageanowingtheattendanceofsiblingswas:22･2% forhospitals,43･2%

forclinicsandlOO% forbirth centers･Thelowestratewasudversityhospitalsat415%.nepercentage

anowlllgtheattendanceofthehusbandwas:96･0% forhospitals,94･3% fordinicsandlOO% forbirth

centers.

Conclusion:ThemajorityofthestudysampleanowedhusbandsbutnotsiblingsatthebirthinTokyo･

Educationofhealth careprovidersabouttheconceptof良江山y-centeredbirth andimprovementinthe

medicalenvironmentmayeventuanypromotesiblingattendanceatbirth
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〔要 旨〕

目的 :近年,家族出産のニーズは高まってきているが,出産への子どもの参加を許可している医療施設に

ついては明確にされていない｡本研究は,東京都内の出産を取り扱っている医療施設において,夫および

子どもが参加する出産を許可している施設数および特徴を調査することを目的とした｡

方法 :2009年 11月末日における東京都内の出産を取り扱っている施設をインターネットサイトや書籍,

電話や関係者より探索し,施設の特性,出産への夫および子どもの参加の可否等について情報を抽出した｡

結果 :230施設のデータを分析対象とした.出産への子どもの参加を許可していた施設は全体の44.8%であり,

病院では22.2%,診療所は43.2%,助産所は100%であった｡特に大学病院は4.5%と低かった.夫の参加を許

可していた施設は全体の96.1%と高く,病院では96.0%,診療所は94.3%,助産所は100%であった｡

結論 :東京都内の医療施設では,出産への夫の参加に比べ,子どもの参加の普及は遅れており,家族出産

を促進する医療者の教育および環境整備が急務である｡

〔キーワーズ〕 きょうだい,夫,家族,出産
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Ⅰ.序論

1.研究の背景

近年,日本において核家族化が進み,女性は実母等の

援助を受けることなく,夫や第1子とともに妊娠,出産,

育児を行うといった傾向がみられている｡そういった中

でwHOは出産中に家族貞が産婦と自由に過ごすことが

できるようにすることを推奨し】),｢59か粂お産のケア

実践ガイド｣の中でも出産中の付き添いに関して産婦の

選択を尊重すると述べている2)｡さらに,児の出生は家

族生活の中で最も重要な出来事のひとつであり,出産は

個人的 ･情緒的 ･Fam中 一Centefed(家族中心的)な出

来事で,家族月によって経験されるべきであるという見

解は社会にも広がりつつある3)0

実際にも,｢誕生の場に立ち合わせたかった｣｢自然な

性教育をしたかった｣という理由から,母親は兄姉とな

る子どもが出産に参加することを希望しており4),出産

場所の決定要因として家族が出産に参加可能な施設を挙

げる妊婦も増加している5)6)｡経産婦にとって夫のみで

なく子どもを含めて家族で誕生児を迎えたいというニー

ズが高まりつつあるといえる｡現在の産科医療には,妊

産婦の希望に応じて,子どもが出産に参加することがで

きる環境作りが必要であると考えられる｡

病院における陣痛室での家族の参加に関する報告によ

ると,産婦に付き添っている人の内訳は ｢夫｣70%,

｢親｣30%,｢その他｣7%,｢誰もいない｣14%であり,

2001年から5年間で陣痛室において家族の参加がまっ

たくない産婦の割合は半減している7)｡このように夫を

含めた家族が参加する出産は少しずつ普及してきている

といえる｡しかし,｢その他｣の割合が7%であること

から,兄姉となる子どもの出産-の参加は十分なされて

いないと予測される｡これまでのところ,実際に子ども

が出産に参加することが可能な施設はどの程度あるのか

明確にされていない現状がある｡今後,日本において子

どもを含めた家族で迎える出産を普及していくためには,

まず子どもが参加する出産の現状について,施設差や地

域差の有無を含めて明らかにしていく必要があると考え

られる｡

2.研究目的

兄姉となる子どもが参加する出産の普及を検討する際

の基礎資料とするため,本研究は,東京都内の出産を取

り扱っている施設において,出産時の夫および子どもの

参加を許可している医療施設数を調査し,施設 (病院,

診療所,助産所),地域 (23区内外),施設の特性等に

よる差について検討することを目的とした｡

3.用語の操作的定義

子どもが参加する出産とは,新たに兄姉となる子ども

が,弟妹となる児誕生に至るまでに産婦と共に過ごし,

児娩出時に子どもが出産の場に参加していることをさす｡

また,分娩第1期において一時的に子どもが追出した場

合も含み,兄姉となる子どもは年齢や人数は制限しない

ものとする｡

Ⅰ.研究方法

1.研究デザイン

本研究は夫および子どもが出産に参加することを許可

している施設の割合を施設別,地域別に調査し,記述す

る横断研究である｡

2.データ収集方法および手順

2009年11月末日時点における東京都内の出産を取り

扱っている施設をインターネットサイトや書籍より探索

し,リストを作成した｡その後リストにある施設につい

て,各施設のホームページおよびインターネットサイト,

書籍より所在地,施設の種類 (病院,診療所,助産所の

分類),夫および子どもが参加する出産の可否,大学病

院または総合周産期母子医療センターおよび地域周産期

母子医療センターの認定の有無に関する情報を抽出した｡

インターネットや書籍から情報が得られなかった施設に

関しては電話や関係者から情報収集を行った｡調査期間

は2009年8月～2009年11月であった｡

3.データ分析方法

夫および子どもが出産に ｢参加可能｣である施設数と

病院,診療所,助産所の施設別にその割合を算出した｡

また,東京23区内か23区外か,大学病院か否か,総合

周産期母子医療センターまたは地域周産期母子医療セン

ターか否かに分けて,夫および子どもが出産に ｢参加可

能｣である割合を算出した｡

4.倫理的配慮

各々の施設が公表している夫および子どもが参加する

出産に関する情報を書籍およびインターネットでまず収

集し,電話や関係者からの情報収集を行う場合は,研究

協力者の自由意思の尊重,匿名性の保持を厳守すること

を前提とした｡また,研究によって得られたデータは匿

名性を保持し,プライバシーに関わるデータに関しては

厳重な保管 (3-5年間)後安全な方法で破棄すること

とした｡なお,本研究は聖路加看護大学倫理審査委貞会

の承認を受けて実施した(承認番号:09-048)｡
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85.0%,それ以外は98.7%であった｡夫が参加する出産

に関しては,総合 ･地域周産期母子医療センターにおい

て85.0%と低かったが,施設差および地域差はみられず,

子どもの参加と比べ高い割合であった｡

Ⅳ.考察

本研究では,すべての助産所で子どもおよび夫の出産

-の参加が可能であったのに対し,病院および診療所に

おいては,子どもが出産に参加することは夫の参加に比

べ難しい現状であることが明らかになった｡そこで,柄

院および診療所で子どもが参加する出産の普及が困難な

理由とその対策を考察する｡

1950年の日本では施設 (病院,診療所,助産所)で

の出産は全体のわずか4.0%であったが,2008年では病

院 ･診療所での出産が98.8%となり18),出産が医療の中

で行われるもの-と変化していった｡1980年代半ばよ

り,日本においても出産への夫の参加が増加し始め19)20),

最近になって夫以外の家族月,特に経産婦では子どもを

含めた家族が参加する出産が増加し始めた21)｡つまり,

子どもが出産に参加するという概念は新しいものであり,

子どもが参加する出産への経験がない医師や看護職には

不安が生じやすく,子どもが参加する出産の普及を妨げ

ていると考えられる｡現在の保健師助産師看護師学校養

成所指定規則によると,実習施設に関しては特に指定し

ておらず,子どもを含めた家族で迎える出産を多く許可

している助産所での実習は義務づけられてはいない22)0

また,医師は助産師と同様に医師法に助産所への実習に

関する記載はなく,実際に医師が助産所において実習を

行っているという報告は見つけられなかった｡このよう

に医療者の中に子どもが参加する出産の支援に関する教

育は十分ではなく,教育の中に子どもを含む家族で迎え

る出産の概念の導入を行っていく必要があるといえる｡

さらに,厚生労働省の ｢健やか親子 21｣中間報告書

(2006)によると,産科医師の慢性的な不足および助産

師の偏在が指摘されているように,現在の産科医療では,

マンパワーの不足が生じている23)｡こういった現状では,

産婦に加えその子どもを気にかけながらケアを実施して

いくことに困難が生じ,子どもが参加する出産の普及を

妨げている可能性がある｡少ない人的資源を有効に活用

するために医師と助産師の役割の明確化を行い,正常な

出産は助産師が責任を持って担えるようにし,さらに育

児中の潜在産科医療スタッフが復職しやすい環境の整備

を行うことで,マンパワーの確保を促進すると考えられ

る｡マンパワーの不足が解消されることで,妊産婦のニー

ズに安全に応えられ,子どもが参加する出産も増加する

と予測される｡

また,病院全体に比較して大学病院は子どもが参加す

る出産を許可している割合が低く,総合周産期母子医療

センターおよび地域周産期母子医療センターにおける子

どもが参加する出産の実施割合は,病院全体に比較して

も変わらないことが本研究により明らかになった｡この

ことより,産婦がハイリスクであることが子どもの参加

する出産を妨げている大きな要因ではなく,大学病院特

有の要因が存在するということが予測される｡厚生労働

省24)によると,大学病院は159カ所,勤務医は44,688名,

その他の病院数は8,703カ所,病院勤務医は118,157名

であると言われている｡そのため,1大学病院につき医

師は平均159名,大学病院以外の1病院につき平均 13.6

名であるといえ,大学病院では医師の絶対数が多く医師

に決定権が委ねられやすい環境にあり,大学病院におい

て子どもが参加する出産が普及していない理由に繋がっ

ている可能性がある｡前述したような対策を実施し,さ

らに,子どもが参加する出産の普及を妨げている実際的

な要因をさらに明確にしていくことにより子どもが参加

する出産の普及の一助となると考える｡

本研究は,子どもが参加する出産の現状調査は東京都

内に限っており,都道府県による違いを捉えることは困

難である｡そのため本研究結果を一般化することには限

界がある｡今後は今回の調査をもとに,全国的な調査を

行い,病院および診療所において子どもが参加する出産

の普及が困難な要因を探索していく必要があると考える｡

Ⅴ.結論

子どもが参加する出産を許可している医療施設の割合

は,病院22,2%,診療所43.2%,助産所 100%であった｡

23区内外,大学病院,総合 ･地域周産期母子医療セン

ターの比較では,大学病院が4.5%と最も低かった｡ま

た,夫が参加する出産を許可している医療施設の割合は,

病院96.1%,診療所92.1%,助産所 100%であった｡地域

差や病院の種類での比較では,子どもが参加する出産と

比べ全体的に高いことがわかった｡

本研究は,2009年度聖路加看護大学課題研究の一部

に加筆 ･修正したものである｡
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